
富士市宿泊業緊急対策研修型ワーケーション補助金交付要領 

 

（趣旨） 

第１条 この要領は、物価や燃料高騰により経営が逼迫する市内の宿泊業者の支援の一環として、

企業等の研修型ワーケーションが本市で積極的に実施されることを促進するため、予算の範囲内

において、市外企業が本市の指定した宿泊プランを活用し、研修型ワーケーションを実施するた

めに市内の宿泊業者に宿泊した場合に、その宿泊費を補助する富士市宿泊業緊急対策研修型ワー

ケーション補助金（以下「補助金」という。）を交付することについて、富士市補助金等交付規則

（昭和４２年富士市規則第２８号）によるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要領において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

  企業等 事業を営む法人をいう。 

  指定した宿泊プラン 市長が別に定める要件を満たし、指定したプランをいう。 

  市外企業 本店又は主たる事務所が富士市外に存在する企業等をいう。 

  宿泊業者 旅館業法（昭和２３年法律第１３８号)における旅館業を行っている者をいう。 

（補助対象者） 

第３条 補助の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、市内の宿泊業者とする。 

２ 補助対象者が、次の各号のいずれかに該当するときは、交付の対象としない。 

  納期が到来した市税を完納していない者 

  富士市暴力団排除条例（平成２４年富士市条例第２号）第２条第１項第１号から第３号まで

に該当する者及びこれらの者と密接な関係を有する者 

  前２号に掲げるもののほか、その事業の内容が公の秩序又は善良の風俗を害するおそれがあ

る等の理由により補助金を交付することが不適当と認められる者 

（補助対象経費及び補助金の額） 

第４条 補助の対象となる経費（以下「対象経費」という。）及び補助率は、別表のとおりとし、消

費税及び地方消費税相当額を含まないものとする。 

２ 補助金の上限は、補助対象者１回当たり１０万円とする。 

（交付の申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする者（以下「交付申請者」という。）は、市外企業から指定し

た宿泊プランの申込があった場合、速やかに富士市宿泊業緊急対策研修型ワーケーション補助金

交付申請書（様式第１号。以下「交付申請書」という。）に次に掲げる書類を添付し、市長に提出



しなければならない。 

  収支予算書（様式第２号） 

  誓約書（様式第３号） 

  指定した宿泊プランを利用しようとする市外企業の内容が分かる書類（登記事項全部証明書

の写し、ウェブサイトの写し等） 

  その他市長が必要と認める書類 

２ 同一の市外企業が指定した宿泊プランを利用する場合の補助金の交付は、一の年度につき１回

限りとする。 

（交付の決定） 

第６条  市長は、前条の規定により交付申請書が提出されたときは、その内容を審査し、補助金の

交付を決定し、富士市宿泊業緊急対策研修型ワーケーション補助金交付決定通知書（様式第４号）

により申請者に通知するものとする。 

（変更に係る条件等） 

第７条  補助金の交付の決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）は、当該交付の決定を受け

た後において交付申請書に記載した事項に変更が生じた場合には、富士市宿泊業緊急対策研修型

ワーケーション補助金（様式第５号）と変更する内容を証する書類を添付し、市長に提出しなけ

ればならない。 

２ 市長は、前項に規定する変更申請書の提出があったときは、その内容を審査し、変更を承認す

るときは、富士市宿泊業緊急対策研修型ワーケーション補助金変更交付決定通知書（様式第６号）

により当該交付決定者に通知するものとする。 

（実績報告） 

第８条 交付決定者は、当該事業が完了したときは、完了の日から３０日以内又は補助金の交付の

決定のあった日の属する年度の３月１０日（土日・祝休日の場合はその前日）のいずれか早い日

までに、富士市宿泊業緊急対策研修型ワーケーション補助金実績報告書（様式第７号）に次に掲

げる書類を添付し、市長に提出しなければならない。 

  収支決算書（様式第８号） 

  当該事業に関するアンケート 

  宿泊した市外企業へ発行した領収書等の写し 

  当該事業実施中の写真 

  その他市長が必要と認める書類 



（額の確定及び請求） 

第９条 市長は、前条の実績報告書の提出を受けたときは、その内容を精査し、適正と認めたとき

は、富士市宿泊業緊急対策研修型ワーケーション補助金交付確定通知書（様式第９号）により当

該交付決定者に通知する。 

２ 前項の規定による通知を受けた交付決定者が補助金の支払を請求しようとするときは、宿泊業

緊急対策研修型ワーケーション補助金交付請求書（様式第１０号）を市長に提出するものとする。 

（補助金の支払） 

第１０条 市長は、前条に規定する交付請求書に記載された金融機関の口座に振り込むことによっ

て、交付決定者に補助金を支払うものとする。 

（報告及び立入検査） 

第１１条 市長は、補助金により事業が適切に実施されたかどうか等を確認するため、必要がある

と認めるときは、交付決定者に対し、補助金に関する報告及び立入調査を求めることができる。 

（補助金交付の取消し） 

第１２条 市長は、補助金の交付を受けた者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交

付の全部又は一部を取り消すことができる。 

  偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

  補助金を対象経費以外の用途に使用したとき。 

  前２号に掲げるもののほか、補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に違反したと

き、又は市長の指示に従わないとき。 

（補助金の返還） 

第１３条 市長は、前条の規定により補助金の交付を取り消したときは、既に交付されている補助

金の返還を命ずるものする。 

２ 前項の規定により既に交付された補助金の返還を命じたられた者は、市長にこれを返還しなけ

ればならない。 

（委任） 

第１４条 この要領に定めるもののほか、補助金の交付について必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

１ この要領は、令和６年３月１日から施行する。 

２ この要領は、令和７年３月３１日限り、その効力を失う。 



別表（第４条関係） 

 

 

 

対象経費 内容 補助率 

宿泊費 

補助対象者の有する市内の宿泊施設に、指定プラ

ンを利用し、宿泊した場合の費用（指定プランに要

する費用以外のオプション等の費用は対象外） 

１／２ 



様式第１号（第５条関係） 

  年  月   日   

 (宛先)富士市長 

申請者 

所在地住所 
 

法 人 名 

（ 個 人 の 場 合 は 不 要 ）  

 

代 表 者 名 
 

 

富士市宿泊業緊急対策研修型ワーケーション補助金交付申請書 

 

  

富士市宿泊業緊急対策研修型ワーケーション補助金の交付を受けたいので、

富士市宿泊業緊急対策研修型ワーケーション補助金交付要領第５条の規定に

より、次のとおり申請します。 

 

１ 交付申請額           円  

 

２ 宿泊する市外企業等の情報 

法人名  

本店又は主たる事

務所の住所  
 

担当者の職名及び氏

名 
 

担当者の連絡先 
電話番号： 

電子メール： 



３ 宿泊計画 

宿泊期間    年  月  日～   年   月   日（ 日間） 

利用宿泊施設 
名称： 

住所： 

宿泊者数 人 

会議・研修 

（予定） 

会議・研修内容 

日程 

会場 

富士市産の食

材を活用した

メニュー（予

定）  

提供日 

提供内容 

 

 

添付書類 

   収支計画書（様式第２号） 

  誓約書（様式第３号） 

  指定した宿泊プランを利用しようとする市外企業の内容が分かる書類

（登記事項全部証明書の写し、ウェブサイトの写し等） 

  その他市長が必要と認める書類 



様式第２号（第５条関係） 

 

収支予算書 

 

１ 収入明細書                     （単位：円） 

科 目 金 額 摘 要 

市補助金   

宿泊料   

   

   

   

合 計   

 

２ 経費明細書                     （単位：円） 

科 目 金 額 摘 要 

指定プラン料金   

   

   

   

   

   

   

   

   

合 計   

 

備考 経費明細書欄については、この補助金の対象経費のみ記入してください。 



様式第３号（第５条関係） 

 

富士市宿泊業緊急対策研修型ワーケーション補助金交付申請に係る誓約書 

 

（宛先）富士市長 

 

私は、富士市宿泊業緊急対策研修型ワーケーション補助金の交付申請に当たり、下記の

事項について誓約します。 

記 

１ 私は、次に掲げる事項のいずれにも該当しません。  

  暴力団(暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成３年法律第７７号。

以下「法」という。)第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。) 

  暴力団員(法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。) 

  自己若しくは第三者の不正の利益を図り、又は第三者に損害を加える目的で暴力団

又は暴力団員等(暴力団員又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者をい

う。以下同じ。)を利用するもの 

  暴力団の威力を利用し、又は暴力団の活動若しくは運営に協力する目的で、暴力団

員等又はその指定する者に対し、金品その他の財産上の利益を供与するもの 

  暴力団員と生計を一にする配偶者(婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と

同様の事情にある者を含む。) 

  法人その他の団体である場合は、その役員(業務を執行する社員、取締役、執行役

又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるか

を問わず、当該団体に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる

者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含む。)が暴力団員であるもの

及び暴力団又は暴力団員が出資、融資、取引その他の関係を通じてその事業活動に支

配的な影響力を有するもの 

  暴力団員であることを知りながら、その者を雇用し、又は使用するもの 

  前各号に掲げるもののほか、暴力団又は暴力団員と密接な関係を有するものであっ

て、公共工事等(公共工事、補助金等の交付その他の市の事務又は事業をいう。)に不

当な影響を及ぼすおそれがあると認められるもの 

  風俗営業(風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律(昭和２３年法律第１

２２号)第２条第１項に規定するものをいう。)を行うもの 

  宗教活動又は政治活動を目的とする事業を営むもの 

２ 私は、事業の体験実施期間中や終了後に実施するアンケート調査、ヒアリング及び本

事業のＰＲに関する取材に協力します。 

 

年  月  日  

所在地住所               

法 人 名 

                 （個人の場合は不要） 

                  代表者氏名               



様式第４号（第６条関係） 

 

                       第     号  

                       年  月  日  

 

 

        様 

 

 

                  富士市長       印   

 

 

富士市宿泊業緊急対策研修型ワーケーション補助金交付決定通知書 

 

 

     年  月  日付けで申請のあった富士市宿泊業緊急対策研修型ワーケ

ーション補助金について、次のとおり交付することに決定したので通知します。 

 

交 付 決 定 額          円 

 

交付の条件 １ 富士市補助金等交付規則に基づく市長の指示に従うこと。 

     ２ 補助金に係る収支に関する帳簿を揃え、補助金の交付を受け

た年度の終了後５年間保管すること。 

       ３ 市長は、補助金を目的外に使用したとき、虚偽又はその他不

正な手段により補助金の交付を受けたとき並びに補助金の交付

決定内容及び法令等に違反したときは、補助金の交付の決定を

取り消すことができる。 

       ４ 交付決定を受けた事業の結果について、事業の完了後速やか

に実績報告書を提出すること。 

 



様式第５号（第７条関係） 

  年  月  日 

 （宛先）富士市長 

申請者 

所 在 地 住 所  

法 人 名 

（ 個 人 の 場 合 は 不 要 ）  

 

代 表 者 名  

 

 

富士市宿泊業緊急対策研修型ワーケーション補助金変更申請書 

 

     年   月   日付け     第    号により補助金の交付決

定を受けた事業について、次のとおり変更したいので、富士市宿泊業緊急

対策研修型ワーケーション補助金交付要領第７条の規定により、次のとお

り申請します。 

 

交 付 決 定 額 円 

変更後補助対象経費 円 

変更後交付申請額          円（１，０００円未満切捨） 

変更内容  

変更理由  

添付書類 

  変更内容を証明する書類（変更後の収支予算書等） 

  その他市長が必要と認める書類 



様式第６号（第７条関係） 

 

                       第      号   

                       年   月   日  

 

 

        様  

 

 

                  富士市長       印    

 

 

富士市宿泊業緊急対策研修型ワーケーション補助金変更交付決定通知書 

 

 

年  月   日付けで申請のありました富士市宿泊業緊急対策研修型

ワーケーション補助金の事業内容の変更について、次のとおり決定しました

ので、通知します。 

 

変 更 交 付 決 定 額          円  

備       考   

 



様式第７号（第８条関係） 

  年  月   日  

 (宛先)富士市長 

申請者 

所在地住所  

法 人 名  

代 表 者 名  

 

 

 

富士市宿泊業緊急対策研修型ワーケーション補助金実績報告書 

 

 宿泊業緊急対策研修型ワーケーション補助金交付要領第８条の規定により、

次のとおり実績を報告します。 

 

交付決定額                  円  

実績額                  円  

 

１ 宿泊した市外企業等の情報 

法人名  

本店又は主たる事務

所の住所 
 

担当者の職名及び氏

名 
 

担当者の連絡先 
電話番号： 

電子メール： 



２ 宿泊計画 

宿泊期間    年  月  日～   年   月   日（ 日間） 

利用宿泊施設 
名称： 

住所： 

宿泊者数 人 

会議・研修 

会議・研修内容 

日程 

会場 

富士市産の食

材を活用した

メニュー 

提供日 

提供内容 

 

添付書類 

  収支決算書(様式第８号) 

  当該事業に関するアンケート 

  宿泊した市外企業へ発行した領収書等の写し 

  当該事業実施中の写真 

  その他市長が必要と認める書類 

 



様式第８号（第８条関係） 

 

収支決算書 

 

１ 収入明細書                     （単位：円） 

科 目 予算額 決算額 差額 摘 要 

市補助金      

宿泊料      

     

     

     

合 計     

 

２ 経費明細書                      （単位：円） 

科 目 予算額 決算額 差額 摘 要 

指定プラン料金     

     

     

     

     

     

     

     

     

合 計     

 

備考 経費明細書欄については、この補助金の対象経費のみ記入してください。 



様式第９号（第９条関係） 

 
                     第      号  

                       年   月   日  

 
        様  

 
                    富士市長       印  

 

 

富士市宿泊業緊急対策研修型ワーケーション補助金交付確定通知書  

 

 

年  月   日付けで実績報告がありました富士市宿泊業緊急対

策研修型ワーケーション補助金について、次のとおり補助金の額を確定し

ましたので、宿泊業緊急対策研修型ワーケーション補助金交付要領第９条

の規定により通知します。  

 

交付決定額              円  

交付確定額              円  

 

 



様式第１０号（第９条関係） 

 

富士市宿泊業緊急対策研修型ワーケーション補助金交付請求書 

 

 年  月  日  

（宛先）富士市長 

 

申請者 

所在地住所 
 

法 人 名 

（個人の場合は不要） 

 

代 表 者 名 
 

担 当 者 名 
 

電 話 番 号 
 

 

富士市宿泊業緊急対策研修型ワーケーション補助金交付要領第９条の規定により、次

のとおり補助金を請求します。 

 

請求額                  円 

備考  

 

振込口座情報 

金 融 機 関 名 

銀 行 等 名 支  店  名 

  

口 座 種 類 １．普 通  ２．当 座  ３．その他 

口 座 番 号        

口 座 名 義 人 

フリガナ 

 

※口座名義は、申請者氏名と同一にしてください。 


